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はじめに 
 

世界規模で経済が低迷する中、わが国においては少子・高齢化が進行し、就業構造や労働

市場の形態も大きく変わってきています。さらに、社会・経済情勢や産業構造の変化などを

背景として、産業界、事業主団体、企業等は今まで以上に競争力を付けることが要求され、

そのため、様々な変化に対応できる人づくりの強化を図るため、多種多様な職業訓練や教育

訓練の機会を確保する必要があります。 

しかしながら、教育訓練の実態は個々の企業により異なっています。能力開発に積極的な

大企業においては、海外進出等のグローバル化や IT 化等の技術革新に対応するため、集合研

修などの OFF-JT のほか、労働者自らが能力を向上するための支援も試みられています。一方、

中小企業では、人材育成の必要性を認識しながらも、日々の業務が優先され、取り組みが遅

れている状況にあります。   

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（以下、「雇用支援機構」という）では、

このような中小企業の人材育成の取り組みを支援するため、職業能力開発関係機関や中小企

業等産業団体と連携を図り、毎年度産業分野や業種を新たに選定し、具体的かつ体系的に職

務内容を分析し、仕事の体系（以下、「職業能力体系」という。）のモデルデータ化を進め

ているところですが、平成 23 年度から、整備後一定の年数を経過した既存のモデルデータに

ついて技術革新等による職務や仕事の変化を考慮し、メンテナンス（再整備）を実施するこ

ととしました。 

本資料は、平成 18 年に全日本電気工事業工業組合連合会の協力を得て作成した職業能力体

系のモデルデータに加筆修正を加え、新たに設備工事業（電気工事業）の職業能力体系とし

て作成したものです。電気工事業に携わる業界団体や個別企業においては、この体系を基に

独自の職業能力体系を作成するとともに研修の体系を整備され、益々の人材育成環境を整え

られることを期待します。 

また、整備された職業能力体系は、機構の実施する各職業訓練コースの設定・評価・見直

しという一連の PDCA サイクルを軸とした職業訓練の質の保証や、職業訓練全体の水準の維

持・向上のための標準データとして活用し、国の教育訓練プログラム等の均質化、維持・向

上を図るための基本データにも利用します。 

各職業能力開発施設等関係機関においても、本資料を活用し、電気工事業における人材育

成の基盤構築に係る取り組みへの支援等にも活用していただきますようお願いいたします。 

 最後に、本調査研究を進めるにあたりご協力いただいた全日本電気工事業工業組合連合会

をはじめとする作業部会委員等に心より感謝を申し上げます。 
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